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１ 予 算 案 の 概 要 

 
平成 19 年度予算は、市税収入が、税源移譲や緩やかな景気拡大などから 7.8％の大

幅な増収となるものの、本格的な少子高齢社会の到来による扶助費の増や、団塊の世
代の大量退職により退職手当が増となったことなどから、財政フレームに沿い減債基
金から 150 億円の新規借入れを行うなど、厳しい予算編成となりました。 
こうした中で、特に重点的に取り組む事業は、以下のとおりです。 

 

 
 認可保育所の整備や延長保育の拡充等、多様な保育
の充実を図るとともに、市内４カ所目の地域療育セン
ターを整備し、子育てを支援する体制を整備します。
 学校巡回カウンセラーの配置など、教育相談機能の
充実を図るとともに、特別支援教育サポーターの配置
や、小学校１年生の少人数学級の実施等、きめ細かい
指導体制を整備します。 
また、義務教育施設の改築や大規模改修など、計画

的に実施するとともに、既存の普通教室の冷房化に着
手し、快適な学習環境を整備します。 
 地域のスポーツ・レクリエーション活動の支援のた
め、仮称多摩スポーツセンターの整備に着手します。

 
 知的財産戦略策定により、産産学連携
の促進と市内産業の競争力強化をめざ
すとともに、「新川崎・創造のもり第３
期」事業の土地利用方針策定のため調査
検討を行います。 
また、福祉産業・環境産業など、新た

な産業の育成を推進します。 
 引き続き小杉駅周辺地区の整備を進
めるとともに、向ヶ丘遊園駅自由通路の
詳細設計を行うなど、都市の拠点機能を
整備します。 

 市民の文化芸術活動の推進のため、仮称藤子・Ｆ・
不二雄ミュージアムの整備や青少年科学館の改築に
着手するとともに、新百合ヶ丘駅周辺地域を中心と
した「しんゆり・芸術のまち」の推進を図ります。
 また、アメリカンフットボールワールドカップの
開催を支援し、本市の魅力を広く内外に発信します。
 瀬田駐車場の整備や仮称幸区船着場眺望公園の整
備等「川崎市多摩川プラン」の推進により、多摩川
の魅力を活かす取組みを進めます。 

 
普通ごみの収集体制を週４日から３

日に再構築し、ミックスペーパー分別
収集の対象地域の拡大を図るとともに、
集合住宅での生ごみ減量化方策の調査
研究を実施するなど、ごみ減量化と分別
リサイクルを推進します。 
環境配慮型社会の形成に向け、国連

環境計画(UNEP)との連携協調事業や環
境総合研究所の整備に向けた取組みを
推進するとともに、街区公園等の地元管
理への移行など、引き続き市民との協
働による身近な緑の育成を推進しま
す。 
また、広域連携による多摩三浦丘陵

の保全に取り組むとともに、都市農地
の保全と活用のため、農業公園拠点施
設の整備を支援します。 

高齢者や障害のある方が、住み慣れた地域でいつまでも
安心して生活できるよう、特別養護老人ホーム等の整備を
進めるとともに、乳幼児期から成人期までの一貫した専門
的支援を行う発達障害者支援センターを設置します。 
また、川崎らしさのある食育推進計画を策定し、食育リ

ーダーの育成等、市民の健康づくりの推進に取り組むとと
もに、地域での確かな医療を提供するため、井田病院の再
編整備に向け、基本設計や環境影響評価等を行います。 

 
 住民投票制度の検討及び自治推進委員会の運営等、市民自治の拡充に向けた取組みを進めます。
また、どこの区役所等でも戸籍の写しの即時交付が可能となる戸籍事務の電算化を進めるとともに、
区役所窓口の土曜日開設の試行を行うなど、便利で快適な区役所サービスを提供してまいります。

 
大規模災害への対応として特別高

度救助隊を創設するとともに、幸消
防署の改築に着手し、消防力の強化
をめざします。 
また、マンション耐震改修助成の

創設など、建築物の耐震対策の促進
を図り、さらに、JR 川崎駅北口自由
通路等計画調査など、快適な地域交
通環境の整備を行います。 

＜安全で快適に暮らす 
まちづくり＞ 

＜幸せな暮らしを共に支えるまちづくり＞ 

＜人を育て心を育むまちづくり＞ 

＜環境を守り自然と調和した 
まちづくり＞ 

＜活力にあふれ躍動するまちづくり＞ 

＜個性と魅力が輝くまちづくり＞ 

＜参加と協働による市民自治のまちづくり＞ 
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平成 19 年度の予算規模は、一般会計、特別会計及び企業会計を合わせた全会計と

しては、１兆 2,787 億 5,233 万円、対前年度比 0.3％の減となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜ 予算の規模 ＞ 

 
予算規模は、２年連続のプラスとなります。 

これは、主に、償還元金の減少による公債費の減などがあった
ものの、退職者数の増加による総務費の増や、児童手当や障害
者（児）介護給付等事業費の増加による健康福祉費の増などに
よるものです。 

一般会計は 1.2％の増 

 
主に、市債償還の減少等による公債

管理会計の減などによるものです。 

特別会計は 4.4％の減 

主に、企業債償還の増加等による下水道
事業会計の増などによるものです。 

企業会計は 6.8％の増 

※万円未満切り捨て。合計欄の予算額と各会計の予算額の合計は一致しません。

会   計  名 平成19年度予算 平成18年度予算 増減率

5,218億　　18万円 5,457億5,147万円 △　4.4%
一   般   会   計 5,523億9,355万円 5,456億   353万円 1.2%

特別会計（14会計）

平成１９年度の各会計予算

企業会計（6会計） 2,045億5,859万円 1,915億4,584万円 6.8%
合       計 1兆2,787億5,233万円 1兆2,829億    85万円 △　0.3%

会計規模の推移

5,485 5,210 5,106 5,456 5,524

4,618 4,800 5,138
5,458

1,979 2,008 2,007
1,915 2,046
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一般会計予算は、5,523 億 94 百万円、対前年度比 1.2％の増となっています。 

 

 
 

＜ 一般会計予算の概要 ＞ 

  
税源移譲に伴う個人住民税の 10％比例税

率化や定率減税の廃止及び課税所得の増加
等の影響から個人市民税が大幅に増となる
とともに、企業収益が引き続き増加すると見
込まれることから法人市民税が 17％を超え
る伸びとなったことなどにより、市税全体で
は、203 億円、7.8％の増となっています。 

市税 

所得税から住民税への本格的な税源
移譲の実施に伴い、所得譲与税が廃止
となったことなどから地方譲与税が 79
億円の減となるとともに、定率減税の
廃止などから地方特例交付金が57億円
の減となっています。 

  
制度改正に伴う児童手当費負担金や障害者福祉費負担金の増及び武蔵小杉駅再開発事

業費補助金の増などから、国庫支出金は、48 億円の増となっています。 
また、県民税取扱事務委託金の増や制度改正に伴う障害者福祉費負担金の増などから、

県支出金は、33 億円の増となっています。

国庫支出金・県支出金 

[ 歳 入 ] 

  
日本陸上競技選手権大会開催施設整備事業費の

増に伴い、公園緑地施設整備事業債が増となるも
のの、定率減税の廃止に伴う減税補てん債の廃止
などから、市債は、47 億円の減となっています。
なお、市債の発行額 534 億円に対し、公債費は、

778 億円となっています。 
 
また、市債の平成 19 年度末における現在高は、

9,284 億円となり、市民一人当たりでは 68 万
9,422 円となる見込みです。 
 

市債 

 平成 19 年度、本市では初めて退職手
当債を活用します。 
これは、行財政改革プランの「財政フ

レーム」で見込んでいた「行政改革推進
債」の一部を振り替えて活用するもの
で、「行政改革推進債」と退職手当債の
合計額は、財政フレームで見込んでいた
額と同額となります。 

退職手当債は、職員の削減等行財政改
革による人件費の削減により、将来の財
政負担の軽減が見込まれる額（改革効
果）を償還財源に発行するものです。 

＜退職手当債について＞ 

地方譲与税・地方特例交付金 市税 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

282,192 51.1 261,879 48.0  20,313  7.8
3,444 0.6 11,305 2.1 △ 7,861 △ 69.5

22,912 4.1 21,718 4.0  1,194  5.5
2,534 0.5 8,233 1.5 △ 5,699 △ 69.2

600 0.1 700 0.1 △ 100 △ 14.3
63,811 11.5 59,032 10.8  4,779  8.1
12,111 2.2 8,776 1.6  3,335  38.0
7,180 1.3 4,636 0.9  2,544  54.9

35,294 6.4 41,207 7.6 △ 5,913 △ 14.3
53,358 9.7 58,060 10.6 △ 4,702 △ 8.1
68,958 12.5 70,058 12.8 △ 1,100 △ 1.6

552,394 100.0 545,604 100.0  6,790  1.2

国 庫 支 出 金
県 支 出 金

市 税
地 方 譲 与 税
交 付 金
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税

（単位：百万円・％）

区      分
平成19年度 平成18年度 比    較

増 減 額 増 減 率

財 産 収 入
繰 入 金
市 債
そ の 他

合      計
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[ 歳 出 ] 

（ 款 別 予 算 ） 

  
職員数の減などから共済費が減

となったものの、定年退職者の増
加により退職手当が増となるとと
もに、参議院議員選挙費や統一地
方選挙費が増となったことなどか
ら、27 億円の増となっています。 

総務費 

施設建設完了に伴い障害者施設整備費補助
金が減となりましたが、制度改正に伴う児童
手当の増や、障害者（児）介護給付等事業費
の増などから、55 億円の増となっています。 

 
建築物の耐震対策が増

となったものの、用地取
得面積の減少に伴い新川
崎地区整備事業費が減と
なったことなどから、24
億円の減となっていま
す。 

健康福祉費 

まちづくり費 
 

中小企業融資事業
費が増となったこと
などから、17 億円の
増となっています。 

経済費 

御幸小学校及び新城小学校の大規模改修事業費が増
となったものの、用地取得の完了に伴い黒川地区小中学
校新築事業費や、平成 18 年度補正予算で前倒しして対
応したことにより校舎耐震補強事業費が減となったこ
となどから、８億円の減となっています。 

教育費
 
 用地取得の完了に伴い仮称藤
崎消防出張所整備事業費が減と
なったものの、庁舎購入により
中原消防署改築事業費が増とな
ったことなどから、７億円の増
となっています。 

消防費 

 
工事完了に伴い大師橋整備事業

費が減となったものの、耐震対策
等橋りょう整備事業費及び京浜急
行大師線連続立体交差事業費が増
となったことなどから、13 億円の
増となっています。 

建設費

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1,684 0.3 1,697 0.3 △ 13 △ 0.8
57,299 10.4 54,573 10.0  2,726  5.0
8,744 1.6 8,459 1.6  285  3.4

136,537 24.7 131,064 24.0  5,473  4.2
29,379 5.3 29,386 5.4 △ 7 △ 0.0
17,499 3.2 15,794 2.9  1,705  10.8
27,057 4.9 25,790 4.7  1,267  4.9
11,478 2.1 10,757 2.0  721  6.7
29,040 5.2 31,457 5.8 △ 2,417 △ 7.7
9,549 1.7 9,223 1.7 326 3.5

18,852 3.4 18,115 3.3  737  4.1
45,846 8.3 46,641 8.5 △ 795 △ 1.7
77,847 14.1 81,884 15.0 △ 4,037 △ 4.9
81,083 14.7 80,264 14.7  819  1.0

500 0.1 500 0.1           -        -

552,394 100.0 545,604 100.0  6,790  1.2

公 債 費
諸 支 出 金
予 備 費

合       計

ま ち づ く り 費
区 役 所 費
消 防 費
教 育 費

環 境 費
経 済 費
建 設 費
港 湾 費

議 会 費
総 務 費
市 民 費
健 康 福 祉 費

（単位：百万円・％）

区       分
平成19年度 平成18年度 比      較

増 減 額 増 減 率
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（ 性 質 別 予 算 ） 

 
 
定年退職者の増加により退職

手当が 37 億円の増となりました

が、職員数の削減や健康保険料率

の見直しを行ったことなどから、

13 億円の増となっています。 

人件費 

知的障害者施設訓練等事業費や自立支援

医療事業費の増加などにより障害者福祉費

が増となったことや、児童手当の制度改正な

どにより児童福祉費が増となったことなど

から、60億円の増となっています。 

扶助費 

  
総合的土地対策に伴い発行した市債の償還元金が減となったことなどから、

41 億円の減となっています。 
 
なお、満期一括償還に係る減債基金への積立については、第２次改革プラン

の財政フレームにおいて、財源対策として積立の繰延を予定していましたが、

財政の健全化へ向けた取組みとして、所要額全額を積み立てました。 

公債費 

   
中原消防署改築事業費や京浜急行大師

線連続立体交差事業費の増はあったもの

の、新川崎地区整備事業の用地購入費の減

などから、27 億円の減となっています。 

投資的経費 
システム改修委託等に伴い物件費が

増となるとともに、間接融資の預託原

資の増等に伴う貸付金が増となったこ

となどから、63 億円の増となっていま

す。 

その他経費 

義務的経費 

人件費・扶助費・公債費を合わせた「義務的経費」の構成比は、前年度と同率

の 51.4％となっています。 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

283,826 51.4 280,649 51.4  3,177  1.1

人 件 費 114,742 20.8 113,434 20.8  1,308  1.2

扶 助 費 91,925 16.6 85,932 15.7  5,993  7.0

公 債 費 77,159 14.0 81,283 14.9 △ 4,124 △ 5.1

77,779 14.1 80,509 14.8 △ 2,730 △ 3.4

補 助 33,520 6.1 31,315 5.8  2,205  7.0

単 独 44,259 8.0 49,194 9.0 △ 4,935 △ 10.0

190,789 34.5 184,446 33.8  6,343  3.4

552,394 100.0 545,604 100.0  6,790  1.2

（単位：百万円・％）

区      分
平成19年度 平成18年度 比　　較

増 減 額 増 減 率

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他

合       計
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厳しい財政状況の中で、市民生活の安定と向上を図るため、「行政体制の再整備」、

「公共公益施設・都市基盤整備の見直し」、「市民サービスの再構築」の３つを柱とし

た改革を推進し、限られた財源や資源を最大限に活用しながら、効率的・効果的な行

財政制度の確立に向けた予算としました。 

 

 

＜ 第２次行財政改革プランの反映 ＞ 

 
「民間でできるものは民間で」を基本原則とし、「３

年間で約 1,000 人の職員削減」という目標に対し、公
共サービス提供手法の転換などにより、平成 19 年度
予算において全会計で 306 人を削減しました。（うち、
一般会計 194 人） 
 また、給料表の見直し等を柱とする「給与構造改革」
や人事評価制度における評価結果を活用した勤勉手
当への「成績率」の導入等を実施しました。 

 
実行計画事業の具体化を図るとと

もに、適切なメンテナンスによる施
設・設備の長寿命化の推進や、既存ス
トックの有効活用、さらに定期借地方
式の導入やＰＦＩ手法の導入など、効
率的で効果的な整備手法を導入しま
した。 

 
 真に必要なサービスを将来にわたって維持していくために、既存の事務事業を見直し、新た
な制度への転換など、事業の再構築を図りました。 
平成 19 年度は、市内どこでも戸籍の謄抄本の交付が可能となる戸籍事務の電算化の実施や、

区役所窓口の第 2・第 4 土曜日の試行開設など、利便性の向上や事務の効率化に取り組みます。

  
 「歳入の確保」   効果額  ５０億円 

 
市税においては、動産の差押えとインターネットを利用した公売を含む従来からの収入確保

策をさらに推進するなど、本庁と区役所が一体となり滞納処分を強化し、市税収入の確保を図
ります。また、市有財産の有効活用などによる新たな歳入の確保に、取り組みました。 

「歳出の見直し」  効果額 １３４億円 
  
・ 人件費については、一般会計において 194 人の職員数の削減（全会計 306 人）を行うと
ともに、健康保険料率の見直し等を行いました。 

 
・ 扶助費については、「被保護世帯援護事業」における入浴援護など、国の制度に上乗せし

ている事業について見直しました。 
 
・ 投資的経費については、黒川地区小中学校の建設等についてＰＦＩ手法を導入するなど、

手法や仕様等の見直しを行いました。 
 
・ その他経費については、ごみ収集体制の再構築や公の施設への指定管理者制度の導入等、

各局の主体的な取組みにより節減を図りました。

◎行財政改革による効果額 １８４億円 

 第２次行財政改革プランに基づく行財政改革による見直しとして、平成 19 年度予算に
おいては、２年間で改革の目標額 145 億円に対し 39 億円上回る 184 億円の成果を上げ
ました。                           （77 ページ参照）
 
（単年度の改革効果は、目標額 80 億円に対し 19 億円上回る 99 億円となっています。） 

＜行政体制の再整備＞ 
＜公共公益施設・ 

都市基盤整備の見直し＞

＜市民サービスの再構築＞ 

- 6 -
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※平成15年度の市債の
発行額の増は、主に総
合的土地対策に伴う土
地開発公社への転貸債
の発行や、ミューザ川
崎シンフォニーホール
取得に伴うものです。

 
 

  

 
 
 
 

平成 19 年度予算においては、行財政改革効果の市民サービスへの還元として、昨年度の小
児医療費助成事業の対象年齢の拡大等の取組みに加え、小・中学校の普通教室の冷房化事業や
区役所トイレ快適化に取り組みます。 

＜ 財政の健全化の状況 ＞ 

＜ 行財政改革効果の市民サービスへの還元 ＞

基礎的財政収支 
（ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ） 

平成 17 年度決算におい
てプライマリーバランスが
黒字に転換し、平成 19 年度
予算では３年連続で黒字と
なっています。

 平成 14 年７月に「財政危機宣言」を行い、その後の行財政改革の取組みにより、本市の財
政状況は、着実に健全化に向っています。 

人件費について 
 市長・議員等を除いた一般職員にかかる人件
費のうち、「退職手当」や「共済費」等を除い
た「基本給」と「その他の手当」の合計額であ
る「職員給」は、職員削減や手当の見直し等か
ら平成14年度予算と平成19年度予算を比較す
ると、134 億円の減となっています。 

一般会計人件費のうち職員給の推移（予算ベース）

923

882

839
822

806
789

700

750

800

850

900

950

1,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19

億円
一般会計の基礎的財政収支（ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ）

621

1,066

675

521

581
534

493

573 553

625

813
772

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

H14 H15 H16 H17 H18 H19

億円

市債発行額 公債費

※H18・19 は、予算ベース 

平成18年度 平成19年度

平年度化分

・補助単価の増額
・同時就園要件の緩和

・対象年齢の拡大
・所得制限の緩和

小児医療費助成の
拡充

私立幼稚園保育料
等補助の拡充

区役所トイレ快適化

こども文化センター
床改修

小・中学校の冷房化

  順次整備

　継続実施

  順次整備

  順次整備

　継続実施

約５億円

約５億円

普通教室　3,110教室
　約６０億円

４ヵ年で整備　120カ所　約８千万円
　※防水・冷暖房も順次実施

３ヵ年で整備　107基　約1億円
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＜ 予算と収支見通しとの比較 ＞ 

 

 個人の課税所得が収支見通し作成時の
見込を上回ったことにより、個人市民税
が増となったことなどによるものです。 

<市税38億円増> 
 
 地方特例交付金が大幅に縮減されましたが、株
式等譲渡所得割交付金や地方消費税交付金が見込
を上回ったことなどによるものです。 

<その他の歳入 10 億円増> 

 
 財政フレームで見込ん
だ職員削減などを着実に
実施したうえで、さらに給
与改定、健康保険料率の見
直し及び特別職の報酬等
の改定などを行ったこと
によるものです。 

<人件費 20 億円減> 
  
校舎耐震補強事業費や京浜急

行大師線連続立体交差事業費を
平成 18 年度補正により前倒し
で対応したことや、小杉駅周辺
交通機能整備事業費の事業進捗
の調整を図ったことなどによる
ものです。 

<投資的経費37億円減>
 

 病院事業会計や下水道事
業会計への繰出金を抑制し
たことや、その他あらゆる
事業について経費の見直し
を図ったことによるもので
す。 

<その他の歳出 49 億円減>

新総合計画の３カ年の実行計画と連動して作成した財政フレーム（平成 17 年 3 月）では、
平成 19 年度は、従来手法の財源対策を講じるとともに、減債基金からの新規借入を 150 億円
行っても、なお収支不足額が 52 億円ありました。 

予算編成にあたり、実行計画に計上された事業執行を基本としたうえで、さらに、総合計画
策定後の環境変化等を反映して作成した収支見通し（平成 18 年 9 月）においては、 
 

①税源移譲により廃止となる所得譲与税などの影響を差し引いても、市税は財政フレームの見
込を上回る一方、 

②新たな行政需要への対応や、平成 18 年度からの地方債の協議制度への移行にあたり、減債基
金への積立不足の解消（公債費の増）が不可欠となったため、 

 
収支不足額は、146 億円に増加しました。 

予算では、収支見通しに対して、歳入は 42 億円増、歳出は 104 億円減となったことによ

り収支不足が解消しましたが、その主な内容は次のとおりです。 

予算と収支見通しとの比較（一般財源ベース） （単位　億円）

Ｈ18予算 Ｈ19
財政ﾌﾚｰﾑ
(H17.3)

Ｈ19収支
見通し Ａ
(H18.9)

Ｈ19予算
Ｂ

増減
Ｂ-Ａ 調整

実質的な
増減

市税 2,619 2,593 2,784 2,822 38 38

市債 171 126 136 132 -4 -4

減債基金過年度分借入金 115 298 167 137 -30 30 0

土地売払収入 34 30 30 28 -2 -2

その他 612 539 407 417 10 10

歳入計　Ａ 3,551 3,586 3,524 3,536 12 30 42

人件費 999 1,041 1,024 967 -57 37 -20

扶助費 369 352 377 387 10 10

公債費 781 662 755 747 -8 -8

投資的経費 267 224 263 263 0 -37 -37

減債基金返還金 115 298 167 137 -30 30 0

その他 1,170 1,211 1,234 1,185 -49 -49

歳出計　Ｂ 3,701 3,788 3,820 3,686 -134 30 -104

収支　Ｃ＝Ａ-Ｂ -150 -202 -296 -150 146 0 146

減債基金新規借入　Ｄ 150 150 150 150 0 0 0

新規借入後収支  Ｃ+Ｄ 0 -52 -146 0 146 0 146

　調整1・・・平成18年度3月補正により、平成18年度の減債基金からの借入金を30億円減額した影響の調整です。

　調整2・・・活用を予定していた行政改革推進債の一部を退職手当債へ振り替えた影響の調整です。

調整１

調整２
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予算編成方針の基本的な考え方を踏まえ、限られた財源を効率的・効果的に

配分するため、次のとおり予算編成に取り組みました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 予算編成手法の取組み ＞ 

 
第２次改革プランの「財政フレーム」は、

計画的な行財政運営の指針として定めたも
のであり、歳出については、実行計画事業
費を見込んだものであることから、新総合
計画の着実な推進を図るため、実行計画事
業費を基本として予算の調整を行いまし
た。 
また、計画策定後に生じた環境の変化に

的確に対応するため、予算編成会議等にお
いて、横断的な調整を行いました。 

財政フレーム・実行計画との整合
 
主体的な事業の再構築が可能となるよう、経常

的経費に枠配分を設け、その拡大を図るとともに、
「コスト削減奨励制度」については、平成18年度
の取組として29件、3億 1,638 万円の削減を図り、
平成19年度予算に1億627万円の配分を行いまし
た。            （119ページ参照）
また、「市有財産有効活用事業」として、本市の

保有する土地や建物等を活用して確保した新たな
歳入として、14件、2,945 万円を予算化しました。

          （90ページ参照）

各局の主体的な取組の推進 

 
地域からの視点で各区の課題を解決するため、区が主体的に関係局と調整を行った結果、

18 事業、5億 5,624 万円を計上しました。             （117 ページ参照）

区行政改革の積極的な推進 

 
○ 予算編成過程の透明性の確保を図るため、予算要求額と予算額を明らかにするとともに、主
な事業について、予算要求額・実行計画額・予算額を明らかにし、予算調整の考え方などを掲
載しました。   （92 ページ参照） 

 
○ 款別にコストを把握し、より効率的な行政の実現を図るという観点から、総務費などに一括
計上している人件費や公債費及び諸支出金を、各款に配分した場合の各款毎の総額を、引き続
き明らかにするとともに、市債発行による将来の負担を明らかにするため、市債残高や公債費
等、将来推計を行いました。                  （100、121 ページ参照）

財政情報の積極的な公表の推進 

 
 

＜ 市税等の増収効果について ＞ 

市税は 203 億円の伸びとなっていますが、①所得税から市民税への本格的な税源移譲の実施に
伴い、これまで暫定的に交付されてきた所得譲与税が廃止となること、②定率減税の廃止などに
伴い、地方特例交付金が大幅に縮減されるとともに減税補てん債が廃止されることから、一般財
源の実質的な増収効果は 38 億円となっています。 

  （単位　億円）

Ｈ19 Ｈ18 比較

市税 2,822 2,619 203

所得譲与税 0 79 -79

地方特例交付金 25 82 -57

減税補てん債 0 29 -29

計　A 2,847 2,809 38

臨時財政対策債　B 132 142 -10

計　A+B 2,979 2,951 28

Ｈ19 Ｈ18

地方特例交付金
      25億円

～
～

～
～

　 市税
2,822億円

　 市税
2,619億円

所得譲与税
    79億円

地方特例交付金
      82億円

減税補てん債
     29億円

～
～

～
～

　　市税
203億円の増

　　実質的な
　　増収効果
　38億円の増

また、地方の税収増を背景に、臨時財政対策
債が縮減されることを含めると、さらに増収効
果は縮小し、28 億円にとどまります。 
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 ＜「グッドサイクルのまちづくり」の予算への反映＞ 
 
 
 

 

 

 

 

 

◎ 街の賑わいのグッドサイクル（川崎駅周辺） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「グッドサイクルのまちづくり」とは、本市が保有する、集積する様々な分野の産業・研

究機関、芸術・文化・スポーツに関する豊かな地域資源、多摩川や生田緑地に代表される

自然環境、整備の進む各都市拠点などの特長を最大限に活かしたまちづくりを、市民、民

間企業、行政がそれぞれの役割を果たし、協働して進めていくことで、市全体の価値、魅

力を高め、さらに新たな価値、魅力を生み出すというものです。ここではグッドサイクル

の代表例について平成 19 年度予算の状況を紹介します。 

 
・川崎の顔 
・ラチッタデッラ 
・ダイス 
・ルフロン 
・アゼリア 
・交通ターミナル 

・ミューザ川崎 
･音楽のまち・かわさきの推進

･映画のまち 

・地域商業活性化 
･交通環境の改善 

北口自由通路の整備 
東口駅前再編整備  

しかけ 

地域資源 

ミューザ川崎の効果

による「音楽のまち」

の定着と広がり

・民間事業者の協調や競争による更

なる集客取組の強化 

・ハード、ソフト両面で回遊性向上の取

組み 

・鉄道事業者、民間事業者連携による

駅、周辺整備の取組み 

・地域資源である音楽、映画、

商業を中心に人の集まり 

・商・住・遊近接による集客力

向上、若者の集中 

・東口・西口周辺双方の発展 

・様々な市民活動の活発化

・首都圏における広域拠点の形成 

・新たな企業、商業施設の進出 

・地域全体の活性化 

賑わいの創出、魅力の発信 

都市基盤整備による利便性向上 

・川崎全体へ効果の波及

グッドサイクルで 

生み出された税収等を 

次のサイクルへ還元 

ｱﾒﾘｶﾝﾌｯﾄﾎﾞｰﾙ

ﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ開催

ラゾーナ川崎の完成
（広域からの集客増加）

平成 19 年度予算での対応    （単位：千円） 
・川崎駅周辺総合整備事業 542,813 
・JR 川崎駅北口自由通路等計画調査 127,132 
・川崎駅西口地区住宅市街地総合整備事業 288,251 
・ミューザ川崎シンフォニーホールの運営 834,001 
・プラザソル事業 41,658 
・アジアンフェスタ等イベント支援 9,000  
・商業活性化の核となる人材育成 6,000 など 
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◎ 街の魅力のグッドサイクル（武蔵小杉駅周辺） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・定住人口の増加 
・エリアマネジメントによる従

来居住者、新居住者、商店、

企業が一体となった地域活

動への参加 
・市民協働による課題解決 
・創意工夫による集客確保 
・新たな発展への機運の醸成

・川崎の核となる都市基盤の形成

・工場跡地の利用転換 
・快適な都市型住宅の整備 
・調和のとれた景観形成 
・より安全・安心な暮らし追求

 
・交通結節点 
  JR 南武線 
  東急東横線、目黒線 
・川崎市の中央部 
・東京・横浜の中間点 
・景観形成地区 
・等々力緑地、多摩川 

 
・都市計画によるまちづくり誘導 
・市民館、図書館のリニューアル 
・エリアマネジメント NPO 設立支援 
・新たなデザインコンセプト 
・等々力緑地の整備 

 しかけ 

グッドサイクルで 

生み出された税収等を 

次のサイクルへ還元 

新しい街の魅力の発信 

・集客力向上、購買力アップ

・企業の進出、商業活性化 

・周辺地区への波及 

・新たな土地利用転換 

・新たなコミュニティ形成

中原消防署 

ホテル合築

ｱﾒﾘｶﾝﾌｯﾄﾎﾞｰﾙ 

ﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ開催

川崎ﾌﾛﾝﾀｰﾚ躍進 

地域資源 

ＪＲ横須賀線 

小杉新駅設置

平成 19 年度予算での対応     （単位：千円） 

・小杉駅周辺地区都市再生総合整備事業 5,900 
・小杉駅周辺地区再開発等事業 3,553,600 
・小杉駅周辺交通機能整備事業 1,183,419 
・まちづくり活性化事業 2,072,000 
・等々力緑地の整備 125,270 
・広域商業ビジョンの策定 1,862 
・商業イベント支援 2,000   など 
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◎ 文化・芸術のグッドサイクル（新百合ヶ丘駅周辺） 

 

アートセンター・新百合 21・昭和
音楽大学との連携による芸術のま
ちの活動の推進 
・しんゆりフェスタ 
・昭和音楽大学 

オープニングコンサート 
・麻生音楽祭 2007 
・しんゆり映画祭 
・アートセンター 

オープニングイベント 
・鉄道事業者・民間事業者による
 魅力発信 

・文化芸術人材の集中及び活
動の拡充 
・学生などの若者の集中 
・マスメディア等による情報
発信の拡充 

・集客性の向上とリピーター
の固定化

 
・KAWASAKI しんゆり映画祭 
・新百合２１ 
・マイカルシネマコンプレックス 
・日本映画学校 
・文化・芸術に関係する豊富な人材
・区画整理、地区計画、景観形成地

区による調和のとれた街なみ 

 
・しんゆり・芸術のまち魅力発信 
・音楽のまち・かわさきの取組み 
・アートセンターの開館 
・新百合２１ホールの整備 
・新百合ヶ丘駅周辺のサイン整備 
・区画整理のまち開き 

平成 19 年度予算での対応 （単位：千円） 
・しんゆり・芸術のまち魅力発信事業 16,000
・アートセンター事業 817,709 
・新百合２１ホール事業 252,101 
・KAWASAKI しんゆり映画祭事業 9,000 
・2007 しんゆり新時代発信事業 9,353 
・組合土地区画整理事業 7,377 
・しんゆりフェスタ等イベント支援 8,968 

など 

しかけ 地域資源 

グッドサイクルで 

生み出された税収等を 

次のサイクルへ還元 

新百合ヶ丘駅の
リニューアル 昭和音楽大学

の移転開校 

・市北部小田急線エリアのまちの
活性化と魅力の向上 
・新しい産業の発展 
・地域商業の活性化 
・音楽のまち・かわさきのイメー
ジアップ 
・芸術のまちとしての拠点化 
・地域ブランド力 

“しんゆりブランド”の向上 


